【資料２】

市町村振興補助金の役割と効果
	■地方分権の推進

　・政令市１（⑱堺市）、中核市２（⑮高槻市、⑰東大阪市）、特例市７（⑭岸和田市、⑬豊中市、⑬吹田市、⑬枚方市、⑬茨木市、⑬八尾市、⑬寝屋川市）
　・市町村合併１（堺市･美原町）、検討中１（河内長野市･千早赤阪村）
　・権限委譲事務数 111事務

　主な移譲事務…鳥獣飼育の登録、鳥獣捕獲の許可、身体障がい者手帳の再交付等
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　　・行政と住民との協働の動きの高まり。


	■行財政改革の推進
　・職員数の削減　⑧～⑱ 府内市町村▲8,901人、▲20.1％
　　　　　　　　　⑧～⑱ 全国市町村▲14.6万人、▲11.9％

　　⇒業務の委託化や退職不補充により、10年間で全国を上回る職員を削減。

[image: image1.wmf]普通会計職員数の推移





75

80

85

90

95

100

105

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

（

平成８年度＝１００

）

府内市町村

全国市町村

全国123.0万人�

府内市町村

44,266人

117.8万人ｺ

40,608人

108.4万人ｺ

35,365人


	
　・給与構造改革　ラス指数 ⑧～⑱ 府内市町村106.4⇒98.2
　　　　　　　　　　　　　　　　　全国市町村101.7⇒98.0
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	　・建設費の抑制　普通建設事業費 ⑬～⑱府内市町村▲769億円、▲36.3％

　　　　　　　　　国の公共事業関係費 ⑬～⑱　　　 ▲2.3兆円、▲24.2％

	■広域行政の促進
　・⑪くすのき広域連合や⑫阪南岬消防組合、⑫猪名川上流広域ごみ処理施設組合、⑫北河内二次救急医療協議会、⑫介護認定審査会の共同設置など。
　　⇒　今後も一部事務組合の統合・再編、消防事務の広域化、公立病院のネットワーク化などに対応の要。


	■その他、市町村の緊急課題への取組
　・防犯灯設置促進や子どもの安全対策、ダイオキシン対策など府民の安心・安全を確保するための市町村の速やかな対応を側面的に支援。


